　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	福井県共同募金会市町共同募金委員会規程

	（設　置）
第１条  社会福祉法人福井県共同募金会（以下「本会」という。）定款第２４条の規定に基づいて、市町に共同募金委員会を置く。
２　市町共同募金委員会の区域内に、共同募金委員会の下部組織として地区共同募金委員会を置くことができる。

	（目的及び事業）
第２条  市町共同募金委員会は、共同募金運動の目的達成のために、本会の定める諸計画に基づき、区域内の地域福祉の推進のため、民意を十分に反映し、次の事業を行う。
（１）区域内における共同募金活動の実施
（２）区域内における共同募金ボランティアの受入れ、登録、研修及び活動の企画・実践
（３）区域内における広報・啓発活動の実施と世論の醸成
（４）区域内における民間地域福祉活動にかかわる資金需要の把握及び助成申請の受付け

（５）区域内における助成申請団体の審査及び助成業務
（６）広域助成対象事業等の調整及び意見書の提出
（７）共同募金推進計画（地域募金計画案）の策定
（８）地域歳末の募金計画案の策定
（９）区域内における社会福祉協議会及び被助成団体との連絡並びにボランティア団体等からの相談への対応
（10）歳末たすけあい運動の推進
（11）関係組織との連絡調整
（12）その他、共同募金運動の目的達成のために必要な事業

	（運営委員）
第３条　市町共同募金委員会に、運営委員及び監事を置く。
２　運営委員は、その区域の共同募金ボランティア（団体）、募金協力者（団体）、被助成団体、学識経験者及び公募等で選ばれた地域住民等で、運営委員会において選任し、市町共同募金委員会の会長が委嘱する。

	（代表者）
第４条  市町共同募金委員会に、会長及び副会長を置く。
２  会長及び副会長は、市町共同募金委員会の運営委員会において選任し、本会の会長が委嘱する。
３  会長は、市町共同募金委員会を代表し、会務を統括する。副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときはその職務を代行する。

	（運営委員会）
第５条  運営委員は、運営委員会を組織して、第２条に定める目的を達成するために必要な事項を決定し、その執行に当たる。
２　運営委員会は、会長が招集し、その議長は互選とする。
３　運営委員会は、運営委員総数の過半数の出席がなければその議事を開き議決することができない。但し、代理出席者は定足数に算入する。
４　運営委員会の議事は、出席運営委員の過半数で決定し、可否同数のときは議長の決するところによる。

	（監　事）
第６条　監事は、共同募金委員会の業務状況を監査して運営委員会に報告する。
　　２　監事は、運営委員会において選任し、本会の会長が委嘱する。

	（審査委員会）
第７条　市町共同募金委員会に、公平で効果のある共同募金推進計画の策定や共同募金の助成の審査を行うことを目的として、審査委員会を設置することができる。
２　審査委員会の委員は、運営委員会の同意を得て会長が委嘱する。
３　審査委員会の設置に関する規程は、別に定める。

	（共同募金推進委員会）
第８条　市町共同募金委員会に、第２条に定める目的を達成するため共同募金推進委員を置くことができる。
２　共同募金推進委員は地域で活動する組織（地区社協や自治会等）から推薦された者や福祉団体、募金協力団体・企業等をもって、運営委員会の同意を得て会長が委嘱する。
３　運営委員会は、募金と助成に関して、できるだけ幅広い市民や団体の参加と総意を得るため定期的に共同募金推進委員会を開催する。

	（共同募金推進計画）
第９条　市町共同募金委員会は、本会が定める期間までに、区域内における地域福祉事業や福祉団体の助成計画、募金を行う際の募金計画案をまとめた共同募金推進計画を策定し運営委員会又は審査委員会の承認を得て本会に進達しなければならない。
２　共同募金推進計画は本会の配分委員会及び理事会、評議員会の議決をもって決定されるものとする。

	（専門委員会）
第10条  市町共同募金委員会に、第２条に定める目的を達成するために専門委員会を置くことができる。
２　専門委員会の委員は、会長が委嘱する。
３　専門委員会の設置運営に関する規程は、別に定める。

	（会　計）
第11条  市町共同募金委員会の会計規程については、別に定める。

	（募金ボランティア）
第12条  市町共同募金委員会に共同募金ボランティア団体（以下「募金ボランティア」という）を置くことができる。
２　募金ボランティアは、会長の指示により、募金活動等を行う。
３　募金ボランティアは、その代表の推薦に基づき、会長が委嘱する。
４　募金ボランティア規程は、別に定める。

	（経　費）
第13条  市町共同募金委員会の経費は、本会からの事務費及びその他の収入をもって充てる。

	（住民参加）
第14条  市町共同募金委員会は、住民参加による会務の運営を行うため、運営委員及び各委員を地域住民から公募することができる。

	（事務局）
第15条  市町共同募金委員会の事務を処理するため事務局を置く。 

	（会　則）
第16条  市町共同募金委員会は、本会が定める市町共同募金委員会モデル会則に基づき、それぞれ会則を制定するものとする。
２  次の事項は、会則をもって規定する。
（１）名称
（２）事務所の所在地
（３）会長、副会長、運営委員、監事、定数及び任期
（４）運営委員会の招集、議長及び定足数
３  会則の制定または改正に当たっては、運営委員会の議決を経て、本会の会長の承認を得るものとする。

	（助成実施要綱の設置）

第17条　市町共同募金委員会は、本会が定める市町共同募金委員会助成実施要綱（モデル要綱）に基づき助成実施要綱を設置するものとする。

２　助成実施要綱の設置または改正に当たっては、市町共同募金委員会の運営委員会の議決を経て、本会の会長の承認を得るものとする。

	（附　則）
１　社会福祉法人福井県共同募金会支会分会規程（平成２年４月1日）は廃止する。
２　この規程は、平成１６年８月６日から施行し、平成１７年４月１日から適用する。
３　この規程は、平成２１年４月1日から適用する。



	福井県共同募金会　市町共同募金委員会　モデル会則

	（設置及び名称）
第１条  福井県共同募金会市町共同募金委員会規程第１６条の規定に基づき、○○○共同募金委員会（以下「この会」と言う。）の会則を、次のとおり定める。

	（目的および事業）
第２条  この会は、共同募金運動の目的達成のために、福井県共同募金会（以下「本会」という。）の定める諸計画に基づき、区域内の地域福祉の推進のため、民意を十分に反映し、次の事業を行う。

（１）区域内における共同募金活動の実施
（２）区域内における共同募金ボランティアの受入れ、登録、研修及び活動の企画・実践
（３）区域内における広報・啓発活動の実施と世論の醸成
（４）区域内における民間地域福祉活動にかかわる資金需要の把握及び助成申請の受付け
（５）区域内における助成申請団体の審査及び助成業務
（６）広域助成対象事業等の調整及び意見書の提出
（７）共同募金推進計画（地域募金計画案）の策定
（８）地域歳末の募金計画案の策定
（９） 区域内における社会福祉協議会及び被助成団体との連絡並びにボランティア団体等からの相談への対応
（10）歳末たすけあい運動の推進
（11）関係組織との連絡調整
（12）その他、共同募金運動の目的達成のために必要な事業

	（事務所の所在地）
第３条  この会の事務所の所在地を○○○○○に置く。

	（運営委員及び監事）
第４条  この会に、運営委員○名及び監事○名を置く。

	（代表者）
第５条  この会に会長１名及び副会長○名を置く。

２  会長は、この会を代表して会務を統括する。
３  副会長は、会長を補佐し、会長に事故がある時は、その職務を代行する。
４　会長及び副会長は、この会の運営委員会において選任し、本会の会長が委嘱する。
５　会長及び副会長は、運営委員として、その定数に含まれるものとする。

	（運営委員）
第６条　運営委員は、運営委員会を組織して、第2条に定める目的を達成するために必要な事項を決定し、その執行に当たる。

２　運営委員は、運営委員会において選任し会長が委嘱する。

３　運営委員の任期は２年とする。但し、再任を妨げない。
４　補欠運営委員の任期は、前任者の残任期間とする。

	（運営委員会）
第７条  この会則において別に定める事項のほか、つぎの事項は運営委員会に附議しなければならない。

（１）事業計画及び事業報告
（２）予算及び決算
（３）会則の改正
（４）その他、会長が必要と認める事項
２　運営委員会は、会長が招集して、その議長は互選とする。
３　運営委員会は、運営委員の過半数の出席がなければ、議事を開き、議決することができない。但し、議決権の委任を受けて出席した代理者は、定足数に算入する。
４　運営委員会の議事は、出席運営委員の過半数で決定し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

	（監　事）
第８条  監事は、この会の業務及び財務を監査して運営委員会に報告する。

２　監事は、運営委員会において選任し、本会の会長が委嘱する。
３　監事の任期は２年とする。但し、再任を妨げない。
４　補欠監事の任期は、前任者の残任期間とする。

	（審査委員会）
第９条  この会に、共同募金推進計画の策定や共同募金の助成の審査を行うことを目的として、審査委員会を設置することができる。

　２　審査委員会の委員は、運営委員会の同意を得て会長が委嘱する。

３　審査委員会の設置運営に関する規程は、別に定める。

	（共同募金推進委員）
第10条　この会に、第２条に定める目的を達成するため共同募金推進委員を置くことができる。
２　共同募金推進委員は地域で活動する組織（地区社協や自治会等）から推薦された者や福祉団体、募金協力団体・企業等をもって、運営委員会の同意を得て会長が委嘱する。
３　運営委員会は、募金と助成に関して、できるだけ幅広い市民や団体の参加と総意を得るため定期的に共同募金推進委員会を開催する。

	（共同募金推進計画）
第11条　この会は、本会が定める期間までに、区域内における地域福祉事業や福祉団体の助成計画、募金を行う際の募金計画案をまとめた共同募金推進計画を策定し運営委員会又は審査委員会の承認を得て本会に進達しなければならない。
２　共同募金推進計画は本会の配分委員会及び理事会、評議員会の議決をもって決定されるものとする。

	（専門委員会）
第12条  この会に、第2条に定める目的を達成するために専門委員会を置くことができる。

２　専門委員会の委員は、会長が委嘱する。

３　専門委員会の設置運営に関する規程は、別に定める。

	（募金ボランティア）
第13条　この会に共同募金ボランティア団体（以下「募金ボランティア」という）を置くことができる。
２　募金ボランティアは、会長の指示により、募金活動等を行う。

３　募金ボランティアは、その代表の推薦に基づき、会長が委嘱する。

４　募金ボランティア規程は、別に定める。

	（会　計）
第14条  この会の会計規程については、別に定める。

	（経　費）
第15条  この会の経費は、福井県共同募金会からの事務費及びその他の収入をもって充てる。

	（住民参加）
第16条  この会は、住民参加による会務の運営を行うため、運営委員及び各委員を地域住民から公募することができる。

	（事務局）
第17条  この会の事務を処理するため事務局を置く。

２　事務局担当職員として、事務局長、会計責任者、業務担当職員等を置く。

	（審査及び助成業務）

第18条　この会が行う審査及び助成業務については、市町共同募金委員会助成実施要綱に基づき行うものとする。

	（附　則）
この会則は、平成２１年４月１日から適用する。


	（別紙）
共同募金委員会の主な業務内容
１　共同募金委員会の運営業務
○運営委員会の開催
○審査委員会の開催
○共同募金推進委員会の開催
○専門委員会の開催
○文書管理
２　共同募金運動の推進業務
○募金業務
○募金の収納送金業務（募金の受付及び領収書の発行、送金）
○募金ボランティアの受け入れ、研修
○表彰推薦業務
○資材の受発注
○災害義援金の募集及び受付、送金業務
３　広報・啓発活動業務
○助成申請の募集（公募）
○募金の広報活動
○福井県共同募金会情報公開規程に基づく情報開示
４　助成及び計画の策定業務
○助成申請の受付

○助成申請団体の審査及び助成業務
○広域助成対象事業への助成調整及び意見書の提出
○共同募金推進計画（地域募金計画案）の策定
○地域歳末の募金計画案の策定
○災害見舞金の手続きと交付

○はねっとシステムの入力・報告業務
５　会計
○募金・助成金の管理
○事務経費の執行
○予算決算処理


